
































































































































































































































































































































































































































































































































































　　「経営者の社会的責任」：「経営者 and 社会的責任」「経営者 and 社会責任」の合計。
　　1960 年までの「経営の社会的責任」等も含む。
　　「企業倫理」：「企業 and 倫理」と「経営 and 倫理」の合計、ただし重複分を除く。
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